





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































都道府県名 会の名称 成立年 事務Aj 区分 備考
北海道 北海過n治体史絹集連絡協議会 1993年 旭川市 A
青森県 (なし）
岩手県 岩手歴史民俗ネットワーク 2011年 都南歴史民裕資料航 B
秋田県 (なし）
嵩城県 NPO法人1;{城雁史資料保全ネットワーク 2003年 東北入学 1
111形県 l1l形文化過j)郡"災ネットワーク 2008fl 個人宅 1
福島県 福烏職史資*:|･保ｲfネットワーク 2010fl +I!蝿大学 C
群馬県 群馬県ili町村公文書等保存活川述絡協縦会 199741 鮮馬叫立文書航 A











































富山県 富111叫雁史衡料保存利用機関巡絡協織会 2001年 1;VIII鼎立公文'1I:mi A
石川県 (なし）
福井県 擶井史料ネットワーク 2004年 敦賀短期大学 B
山梨県 (なし）
長野県 長野歴史涜料保存活"I連絡協織会 1996年 及野県立歴史館 A
岐阜県 岐阜県雁史資料保存協会 1977年 岐'il県歴史資料航 C
静岡県 静岡鼎文化財等救済ネットワーク 2012年 静岡県教育委側会 C
愛知県 (なし）
三噸県 雁史的・文化的衡産保存沽川述柵ネットワーク 2011年 三jitﾘ!↓史糊さんグルー プ C
滋賀県 (なし）
京都府 (なし）
大阪府 大阪府IIj町村細集事務連絡協議会 1971年． 大阪市史編集所 A
奈良県 (なし）
和歌山県 歴史資料保全ネット・わかやま 2011年 和歌1l1大学 B
兵庫県 歴史資料ネットワーク 1995年 大学 B
鳥取県 (山陰歴史資料ネットワーク） 島根県と何じ
島根県 111陰歴史資料ネットワーク 2000年 胤根大学 B 鳥取県と同じ







山口県 資料ネットやまく．ち 2001年 山口大学 B
香川県 (なし）
徳島県 歴史資料保全ネットワーク・徳烏 2012年 鳴門教育大学 B
高知県 (なし）








沖縄県 沖縄県地域史協‘磯会 1978年 (市町村持ちl'l1り） C
IKI文学研究資料館紀要アーカイブズ研究篇第9号（通巻第44号）
全国組織である全|玉l歴史資料保存利用機関連絡協議会（全史料協）が存在する。資料救出・保
全ネットワークの側では、前述のとおり歴史資料ネットワークが全l玉lを網羅して活動する。
両者が並列する（した）都道府県は茨城・千葉・神奈川・新潟の4県である。そのうち茨城
は茨城史料協が活動を停止し、千葉・神奈川は資料救出．保全ネットワークが設立されたばか
りなので、両者が並列して活動するのは事実上新潟のみと言えよう。
l玉l－都道府県一市区町村の行政組織の連絡システムは、あらゆる情報や施設を傘下に置くこ
とのできる日本社会競大のインフラストラクチャーそのものである。これは基本的に平時のシ
ステムなので、大災害のような緊急事態に即応の難しい場合があり、それを民間ボランティア
が補ってきた。これが阪神・淡路大震災以後の社会状況である。IxI家規模の財政難が叫ばれ、
一方で民間ボランティアの成長が社会的に認められる現在、被災文化遺産救出においても、1.7
の組織力と民の機動力の連携へ模索が始まっている。「文化財レスキュー事業」とは、まさにそ
ういう試みだったと言えよう。ここで表3のCへ注目したい。岐阜．沖縄の先駆例を除けば、
ふくしま史料ネットは民間ボランティアの参加を前提とした、官民連携の文化遺産救出組織と
しての初例である。
現在、県別史料協は平成大合併の影響で会貝市町村が減少している。また地方国立大学に基
盤を置く資料救出・保全ネットワークは、前述のとおり運営基盤が必ずしも強固ではない。そ
の意味では両者とも組織上の課題を抱えている。資料救出●保全ネットワークの場合、宮城の
ようにNPO法人をll折すか、あるいは組織的整備を図りつつ、ふくしま史料ネットのように混
合型の組織を目指すか、等の選択肢があるだろう。2012年度末に区切りが付けられる文化財等
救援委員会の動向も注視する必要がある。
但し、ここで留意すべきは、官民連携とはどちらか一方が他方へ依存する関係であってはな
らないことである。少なくとも行政組織は、民間ボランティアを体のいい無償労働者と考えて
はならない。
ウ「歴史資料の現地保存主義」の再検討
東日本大震災が地域の文化遺産に与えた衝錐を考えるとき、文化遺産を保存．継承してきた
地域社会自体が津波や放射能によって突然に存続できなくなった、その事実へ正面から向き合
う覚悟を迫られる。これまでも、産業の一極集中政策や少子高齢化などを背景とした山間部の
過疎化が、「限界集落」問題として取り上げられてきた。しかし今IIII、「地域社会の存続が、こ
の震災でまさに一挙にリアルな問題となりつつある」48)。特に福島第一原子力発電所事故に伴
う立入制限地区から避難した人々は、いつI'I宅へ戻れるのかそもそも帰還することは可能な
のか、将来の展望を開けずにいる。
いま立入制限地区では、過去から伝えられてきた文化遺産の大半が容易に持ち出すことので
きない状態にある。一方で、立入制限地区内から救出された文化遺産、また甚大な津波被害に
より再建を断念した地区の文化遺産は、いま元の地域に戻る見通しのない状況にある。これら
の地における「歴史資料の現地保存主義」の実現は、現実問題として重大な困難に直面してい
ると言わざるを得ない。
48）山下祐介「限界集落の真実」（ちくま新書、2011年)、11頁。
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地域における被災文化遺産救出態勢の構築と課題（白井）
「歴史資料の現地保存主義」すなわち地域の文化遺産を地域で保存すべきという思想につい
て、日本最初の提唱者は20世紀初頭の黒板勝美であるという49)。しかしそれが社会的注目を浴
びたのは1960年代で、「ll本史資料センター」構想へ反対する理論武装として登場した経緯をも
つ50)。その後は、地方''1治体で歴史資料保存機関としての文諜館．博物航．資料館を設立する
理論として展iﾙlしてきた51)。いま地域の文化遺産が、その拠って立つべき地域に戻れないある
いは戻せないとき、地域の歴史資料は、誰が、どこで、どのような考え方に雌づいて保存すべ
きなのか。「地域の復興なくして地域の歴史資料の保存はない｣52)oその後に続くべき言葉と行
動を、私たちはまだ確かな形で見つけられていない。
眼前の事態は、今後の「歴史資料の現地保存主義」のあり方について11}検討を迫っているの
ではないか。それへの取り組みが、地域における被災文化遺産救III態勢の櫛築の背後に存在す
る、最大の課題であると言えよう。
付記本稿は2012年7月8日に開催された歴史資料ネットワーク2012年度総会シンポジウムに
おける講演「地域の歴史資産を守るとはどういうことか」の内容をベースとしている。また本
稿の執筆にあたっては本間宏氏の御教示を得た。記して感謝の意を表したい。
なお、本稿の所説は雅者個人のものであり、茨城史料ネットの兇解を代表するものではない
点、一言申し添える。
49）高木博志「現地保存の歴史と課題」「日本史研究」602(2012年10月)、46頁-64頁。
50）木村礎「文書館をどうつくるか」木村礎著作集X『資料の調査と保存」（名淵ll版、1997年)、365
頁-375頁、その他本ilド所収の諸論考を参照のこと。
51）注50）木村礎著作集X「資料の調査と保存」のほか高野修「地域文書館論」（岩HI書院、1995年）
を参照のこと。
52）注29）白井哲哉「フクシマから学ぶ歴史資料の保存と地方史研究」を参照のこと。
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